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公文書の管理に関するガイドライン(案) 

 

札幌市公文書管理条例（平成２４年条例第３１号。以下「条例」という。）第１条に

おいて、「公文書が市民の知る権利を具体化するために必要な市民共有の財産」と位置

付けられ、「公文書の適正な管理並びに市政上重要な公文書の保存及び利用を図ること

により」、「効率的で、公正かつ透明性の高い行政運営を確保すること及び市民が主体

となったまちづくりの推進に寄与すること」を条例の目的とすることが規定された。 

このガイドラインは、条例及び札幌市公文書管理規則（平成２５年規則第４号。以

下「規則」という。）に基づく公文書管理の運用に当たって、職員が公文書を適正に管

理できるよう、判断の基準や取扱い上特に注意が必要な点を定めたものである。 

職員においては、公文書が、職責の証であるとともに、市政を検証する上での貴重

な資料であることを十分に認識した上で、文書の作成、管理、移管、廃棄など公文書

管理の各段階において適切な取扱いを行うこと。 

なお、第４、第７に記載している公文書の保存期間の設定基準と重要公文書の該当

基準については、それぞれ別個のものであることに注意すること。具体的には、保存

期間の設定に当たっては、現在の業務遂行のために必要とする期間を考慮し、重要公

文書に該当し公文書館に移管すべきかどうかの判断に当たっては、後世において市政

の検証や施策形成に役立つ資料となり得るかで判断すること。 
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第第第第１１１１    文書作成文書作成文書作成文書作成（（（（条例第条例第条例第条例第４４４４条条条条、、、、規則第規則第規則第規則第６６６６条条条条）））） 

    １１１１    文書作成文書作成文書作成文書作成のののの原則原則原則原則 

   条例第４条において、職員は「審議又は検討の経緯その他の意思決定に至る過程

並びに事務及び事業の実績について、合理的に跡付け、又は検証することができ

るよう、事案が軽微なものを除き、公文書を作成しなければならない」と規定さ

れている。 

この条文の目的は、業務を行うに当たっては、２に後述するこれまでも作成義務

が課せられていた起案処理や供覧処理の文書だけではなくを行うかどうかにかか

わらず、意思決定に至る過程や事務及び事業の実績を適切に記録する文書を作成

することで、効率的で、公正かつ透明性の高い行政運営を確保することにあるし

なければならない。 

また、公文書は市民共有の財産であり、札幌市情報公開条例（平成１１年条例第

４１号）に基づく開示公開請求や条例に基づく特定重要公文書の利用請求の対象

となるものであることから、適正に作成されなければならない。このため、作成

に当たっては、その内容が職員だけではなく市民にとっても分かりやすいように、

適切かつ簡潔に記載する必要がある。 

 

２２２２    起案文書起案文書起案文書起案文書、、、、報告文書報告文書報告文書報告文書のののの作成方法作成方法作成方法作成方法    

事案に係る意思決定に当たっては、文書によって起案・決裁等の一連の事務手続

を行うことが原則である。 

起案文書に記載する内容は、札幌市事務取扱規程（昭和２年訓令第４４号）第１

４条に規定されているが、さらに下記の点に留意して記載しなければならない。 

⑴⑴⑴⑴    決裁決裁決裁決裁をををを行行行行うううう者者者者にににに立案立案立案立案のののの趣旨及趣旨及趣旨及趣旨及びびびび経過等経過等経過等経過等がががが分分分分かりかりかりかりやすいやすいやすいやすい記載記載記載記載をすることをすることをすることをすること。。。。    

⑵⑵⑵⑵    市民市民市民市民にとってもにとってもにとってもにとっても立案立案立案立案のののの趣旨及趣旨及趣旨及趣旨及びびびび経過等経過等経過等経過等がががが分分分分かりかりかりかりやすいやすいやすいやすい記載記載記載記載をすることをすることをすることをすること。。。。    

また、事案の報告を行う場合も、上記に留意して公文書を作成し供覧処理を行う

ものとする。 

 

３３３３    ２２２２以外以外以外以外でででで作成作成作成作成がががが必要必要必要必要なななな意思決定過程文書意思決定過程文書意思決定過程文書意思決定過程文書・・・・事務事業事務事業事務事業事務事業のののの実績実績実績実績をををを跡付跡付跡付跡付けるけるけるける文書文書文書文書    

   ２のとおり、事案の決定に際しては、起案文書を作成することとなるが、事案の

決定を行う前後においても、意思決定に至る過程や事務事業の実績を合理的に跡
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付け、又は検証することができるように、文書を作成すること。 

   これらの文書の作成に当たっては、以下の点に留意すること。 

        ⑴⑴⑴⑴⑶⑶⑶⑶    起案文書以外起案文書以外起案文書以外起案文書以外でででで、、、、特特特特にににに作成作成作成作成がががが必要必要必要必要なななな文書文書文書文書    

次の文書については、報告のために供覧処理を行うかどうかにかかわらず、意

思決定過程や事務事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができるよう、

作成を徹底するものとする。 

アアアア    会議会議会議会議のののの記録記録記録記録    

            イイイイ    市長等市長等市長等市長等へのへのへのへの説明資料説明資料説明資料説明資料    

            ウウウウ    事務及事務及事務及事務及びびびび事業事業事業事業のののの実績実績実績実績についてのについてのについてのについての記録記録記録記録    

        ⑵⑵⑵⑵⑴⑴⑴⑴    文書文書文書文書をををを作成作成作成作成するするするする必要必要必要必要がないがないがないがない「「「「事案事案事案事案がががが軽微軽微軽微軽微なななな場合場合場合場合」」」」    

    条例第４条では、「事案が軽微な場合」には、文書を作成する必要がない旨が

規定されている。 

    この「事案が軽微な場合」とは、その事案の性質により、事案の決定の際の起

案文書も作成する必要がない場合である。 

ただし、市民に対する説明責任の観点から、この「事案が軽微な場合」は限定

的に解される必要がある。 

        ⑶⑶⑶⑶⑵⑵⑵⑵    起案文書起案文書起案文書起案文書のみののみののみののみの作成作成作成作成でででで足足足足りるりるりるりる場合場合場合場合    

    起案文書により意思決定に至るまでの過程や事務事業の実績を確認することが

できる場合は、必ずしも起案文書のほかに意思決定に至るまでの過程や事務事業

の実績を合理的に跡付け、又は検証することができる文書を作成する必要はない。 

    また、起案文書自体にも詳細に意思決定過程が記載されていなければならない

わけではなく、軽易な事案の決定などで、事案の決定事項から決定の経緯が推認

できる場合は、起案自体で経緯を記載しているものとして取り扱う。 

 

４４４４    特特特特にににに作成作成作成作成がががが必要必要必要必要なななな意思決定過程意思決定過程意思決定過程意思決定過程・・・・事務事業事務事業事務事業事務事業のののの実績実績実績実績をををを跡付跡付跡付跡付けるけるけるける文書文書文書文書のののの具体例具体例具体例具体例    

⑴⑴⑴⑴    会議会議会議会議のののの記録記録記録記録    

アアアア    対象対象対象対象となるとなるとなるとなる会議会議会議会議    

(ｱ) 附属機関等による審議、協議等 

    (ｲ) 局長以上が参加する会議で、市の意思決定に関係する会議 

    (ｳ) 関連行政機関との会議、市民との意見交換会等 
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            イイイイ    作成作成作成作成すべきすべきすべきすべき公文書公文書公文書公文書    

     少なくとも、日時、場所、出席者、議題、議事の要旨などが記載された議事

概要を作成する。 

また、市政の重要事項の決定及び企画調整を行う会議については、主な発言

内容や発言者が記録された議事録を作成すること。 

なお、上記にかかわらず、条例に文書作成の原則が設けられた趣旨に沿って、

各会議において、できるだけ詳細な記録を作成するよう努めること。 

※ 特に、(ｱ)の「附属機関等による審議、協議等」は、「札幌市附属機関

等の設置及び運営に関する要綱」に基づき、必要な記録を作成すること。 

            ウウウウ    保存方法保存方法保存方法保存方法    

     会議の案件となった事案の意思決定の決裁文書が綴られている簿冊に編集す

ることを基本とすること。決裁文書が綴られている簿冊とは別に編集する場合

には、簿冊名称などにより、決裁文書との関係を明確にし、また、決裁文書の

保存期間が満了するまでは保存を要するため、保存期間の満了時期が決裁文書

と同じになるように編集すること。 

     また、会議における配布資料を併せて編集すること。 

     なお、議事概要等を作成するための会議メモについては、議事概要等にその

内容がほぼすべて反映された場合には、必ずしも組織共用文書（公文書）とし

て扱う必要はないが、議事概要等を補うものとして有用な情報が記録されてい

る場合には、同一の簿冊に綴り、組織共用文書として保管すること。 

        ⑵⑵⑵⑵    市長等市長等市長等市長等へのへのへのへの説明資料説明資料説明資料説明資料    

            アアアア    対象対象対象対象となるとなるとなるとなる文書文書文書文書    

    (ｱ) 市長、副市長、局長への重要案件の説明資料 

    (ｲ) 説明時における市の意思決定に重要な影響を与える指示内容の記録 

            イイイイ    文書文書文書文書のののの作成及作成及作成及作成及びびびび保存方法保存方法保存方法保存方法    

     説明資料の余白にあらかじめ記載する、説明時に手書きし説明後に資料を修

正する又は別に記録資料を作成するなどして、次の事項を記録すること。 

(ｱ) 実施日、出席者、主たる説明者等 

    (ｲ) 原案どおり了承された場合など、特記すべき指示がないときは、その旨 

    (ｳ) 内容の変更や注意事項などの指示 
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局長、副市長、市長の順など、段階的に説明を行った場合は、各説明時に使

用した資料を保存すること。ただし、各資料が同一内容である場合は、一部の

みの保存でよい。この場合でも、各説明時の上記(ｱ)から(ｳ)の事項を記録する

こと。 

説明した事案の意思決定の決裁文書が綴られている簿冊に編集することを基

本とする。決裁文書が綴られている簿冊とは別に編集する場合には、簿冊名称

などにより、決裁文書との関係を明確にし、また、決裁文書の保存期間が満了

するまでは保存を要するため、保存期間の満了時期が決裁文書と同じになるよ

うに編集すること。 

⑶⑶⑶⑶    事務及事務及事務及事務及びびびび事業事業事業事業のののの実績実績実績実績についてのについてのについてのについての記録記録記録記録 

            アアアア    対象対象対象対象となるとなるとなるとなる文書文書文書文書    

作業に係る業務日誌や施設利用状況報告や事務概況報告など、本市の事務及

び事業の実績についての記録は、事務及び事業の執行状況を把握するためだけ

でなく、市民への説明責任を全うする観点からも作成が必要である。 

イイイイ    保存方法保存方法保存方法保存方法    

作成した文書は、供覧などを行った上、『○○業務日誌』などの事業に応じ

た簿冊に編集して保存する。 

 

第第第第２２２２    簿冊簿冊簿冊簿冊へのへのへのへの編編編編さんとさんとさんとさんと保存期間保存期間保存期間保存期間のののの設定設定設定設定（（（（条例第条例第条例第条例第５５５５条条条条、、、、規則規則規則規則第第第第７７７７条条条条及及及及びびびび第第第第８８８８条条条条関係関係関係関係）））） 

公文書を作成し、又は取得したときは、適時に、相互に密接な関連を有する公文

書を簿冊にまとめなければならない。ただし、冊子状の公文書など、単独で管理

することが適当である公文書は、簿冊にまとめる必要はない。 

また、公文書の保存期間は、単独で管理する公文書を除き、簿冊単位で定める。

なお、公文書の保存期間の設定基準は第４に後述するとおりである。 
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第第第第３３３３    簿冊情報簿冊情報簿冊情報簿冊情報ののののシステムシステムシステムシステム登録登録登録登録とととと公文書目録公文書目録公文書目録公文書目録のののの作成作成作成作成（（（（条例第条例第条例第条例第７７７７条条条条、、、、規則規則規則規則第第第第１３１３１３１３条条条条）））） 

   各課において、簿冊の書庫への置換、保存期間の満了・延長の決定や公文書館へ

の移管又は廃棄の定めなど、簿冊管理を適切に行うためには、簿冊の目録（以下

「公文書目録」という。）を作成することが必要である。このため、条例・規則で

は、各課が公文書目録を作成することとしている。また、市民への情報公開のた

め、公文書目録をインターネットなどにより公開することも規定されている。 

   公文書目録の作成は、一部の例外を除いて、総合文書管理システム（以下「シス

テム」という。）に簿冊情報を登録することにより行う。これにより、各課の簿冊

の目録はシステムを検索することによっていつでも確認することが可能となる。 

   このため、各課は、作成した簿冊の情報をシステムに必ず登録することとする。 

   また、システムに登録した簿冊の、置換の決定又は延長の処理、保存期間の満了

又は延長の処理、公文書館への移管又は廃棄の定めなどは、システム処理により

行うものとする。 

   なお、公文書目録の公開は、主に、（総）総務課がシステムに登録された簿冊情

報を市ホームページに公開することにより行う。 
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第第第第４４４４    保存期間保存期間保存期間保存期間のののの設定基準設定基準設定基準設定基準（（（（条例第条例第条例第条例第５５５５条条条条、、、、規則第規則第規則第規則第８８８８条及条及条及条及びびびび別表別表別表別表関係関係関係関係）））） 

 １１１１    保存期間保存期間保存期間保存期間のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方についてについてについてについて    

            規則第８条及び別表で規定する保存期間は、業務に使用するために保存を必要とす

る期間であり、条例により原則最長３０年と有期限にされている。 

業務に使用するために保存を必要とする期間は、下記の期間を考慮して判断するこ

と。 

・証明書類の発行のための根拠資料となる期間 

・財産管理上や権利関係の根拠資料となる期間 

・契約、交渉、争訟が継続している期間 

・他の機関の検査や監査の対象となり得る期間 

・建物、構築物の維持管理上使用する可能性がある期間 

・外部からの照会対応に用意しておく必要があり、説明責任があると推定される

期間 

・原本として保存する必要がある期間 

・その他業務上参照する必要がある期間 

 

業務に使用しなくなった後も公文書が有する価値は、重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書としての判断基準

になる。重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書の該当基準は、第７で示す。 

 

    ２２２２    保存期間保存期間保存期間保存期間のののの区分区分区分区分についてについてについてについて    

規則別表の保存期間の区分は、３０年（１０年を超える）、１０年、５年、３年、

１年の５区分である。 

   ３０年保存の公文書は、１０年を超える時点においても、業務に使用するための保

存の必要があると見込まれる公文書である。 

   １０年保存の公文書は、５年を超える時点においても、業務に使用するための保存

の必要があると見込まれ、１０年を超える時点では、業務に使用するための保存の必

要性が失われていると見込まれる公文書である。 

   そのほか５年以下の区分についても、それぞれの区分年を超える時点における、業

務に使用するための保存の必要性で判断すること。 
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 ３３３３    ２２２２つつつつ以上以上以上以上のののの保存期間区分保存期間区分保存期間区分保存期間区分がががが規定規定規定規定されているされているされているされている号号号号についてについてについてについて    

規則別表の中で、２つ以上の保存期間に掲げられている文書類型（例：「訓令、告

示その他の例規の制定改廃に関する公文書」は、業務に使用する期間により、３

０年保存又は１０年保存のいずれかになる。）については、長い方の保存期間区分に

該当するかどうかを検討し、該当しない場合に、短い保存期間区分に該当するかどう

かを検討するという順に保存期間を判断すること。 

    

４４４４    ３０３０３０３０年保存年保存年保存年保存のののの対象対象対象対象となるとなるとなるとなる文書文書文書文書のののの例示例示例示例示についてについてについてについて    

規則別表の保存期間「３０年」の対象となる公文書の具体例は、下記の表のとおり 

なお、規則別表で、３０年保存だけではなく１０年以下の保存期間にも掲げている

文書類型（例：「訓令、告示その他の例規の制定改廃に関する公文書」は、業務に

使用する期間により、３０年保存又は１０年保存のいずれかになる。）についても、

下記の表では３０年保存に該当する公文書を例示している。 

(1)(1)(1)(1)    条例及条例及条例及条例及びびびび規則規則規則規則のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

①総務局行政部法制課又は各実施機関の庶務担当課が保有する「公布原本」、

「制定原議」 

②「制定原議」を起案した課が保有する関係公文書で、下記の類 

・市内外の会議や協議に関する公文書 

・パブリックコメントを実施した場合は、その関係公文書 

・附属機関又は類似機関（以下「附属機関等」という。）に諮問した場合、

又は審議対象となった場合は、その関係公文書 

・その他「逐条解説」、「運用の手引き」など、条例及び規則の運用上、参考

となる公文書 

 

(2)(2)(2)(2)    議会議会議会議会のののの会議録会議録会議録会議録、、、、議案議案議案議案、、、、報告報告報告報告そのそのそのその他市議会他市議会他市議会他市議会にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

①地方自治法第１２３条第４項により、市長に報告された、会議録が添付さ

れた「会議の結果」 

②議会本会議又は委員会の議題となった議案、報告等の原議 

③原議に関係する公文書は上記（1）－②と同様とする。 

④市議会委員会に関係する公文書 

    

(3) (3) (3) (3) 職職職職員員員員のののの人事人事人事人事（（（（軽易軽易軽易軽易なものをなものをなものをなものを除除除除くくくく。）。）。）。）にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

     主に総務局職員部が保有する公文書 

 

(4) (4) (4) (4) 他他他他市町村市町村市町村市町村とのとのとのとの廃置分合及廃置分合及廃置分合及廃置分合及びびびび境界変更境界変更境界変更境界変更にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書 

 

(5(5(5(5))))    区区区区のののの設置及設置及設置及設置及びびびび境界変更境界変更境界変更境界変更、、、、町名整備並町名整備並町名整備並町名整備並びにびにびにびに住居表示住居表示住居表示住居表示にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

主に市民まちづくり局地域振興部が保有する公文書    
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(6) (6) (6) (6) 本本本本市域内市域内市域内市域内のののの災害災害災害災害にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（災害対策本部災害対策本部災害対策本部災害対策本部がががが設置設置設置設置されたされたされたされた場合場合場合場合にににに関関関関するするするする

ものものものもの及及及及びそれにびそれにびそれにびそれに準準準準じるものにじるものにじるものにじるものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

「準じるもの」は、札幌市のホームページの「札幌の災害史」に掲載される

事例とする。 

 

(7) (7) (7) (7) 褒褒褒褒章章章章、、、、叙位叙位叙位叙位、、、、叙勲叙勲叙勲叙勲、、、、表彰表彰表彰表彰にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

・本市が推薦したもの及び本市主催の表彰 

 

(8) (8) (8) (8) 訓令訓令訓令訓令、、、、告示告示告示告示そのそのそのその他他他他のののの例規例規例規例規のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

①署名又は公印が押された原本がある場合は、その原本 

②「制定原議」 

③「制定原議」を起案した課が保有する関係公文書で、下記の類 

・市内外の会議や協議に関する公文書 

  ・パブリックコメントを実施した場合は、その関係公文書 

  ・附属機関等に諮問した場合又は審議対象となった場合は、その関係公文書 

  ・その他「運用の手引き」など、訓令等の運用上、参考となる公文書 

    

(9(9(9(9))))    総合計画総合計画総合計画総合計画にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり戦略戦略戦略戦略ビジョンビジョンビジョンビジョン又又又又はこれにはこれにはこれにはこれに基基基基づくづくづくづく実施実施実施実施

計画計画計画計画にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（これらこれらこれらこれらのののの企画立案企画立案企画立案企画立案のののの事務事務事務事務をををを分掌分掌分掌分掌しているしているしているしている課課課課がががが保有保有保有保有すすすす

るものにるものにるものにるものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

市長政策室政策企画部が保有している「まちづくり戦略ビジョン」、「新ま

ちづくり計画」に関する公文書で、以下のもの 

①「策定原議」 

②「策定原議」を起案した課が保有する関係公文書で、下記の類 

  ・市内外の会議や協議に関する公文書 

  ・パブリックコメントを実施した場合は、その関係公文書 

 ・附属機関等に諮問した場合又は審議対象となった場合は、その関係公文書 

 

((((10101010))))    法令法令法令法令にににに基基基基づきづきづきづき策定策定策定策定したしたしたした計画計画計画計画（（（（(9)(9)(9)(9)をををを除除除除くくくく。）。）。）。）そのそのそのその他他他他のののの計画計画計画計画にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

①「策定原議」 

②「策定原議」を起案した課が保有する関係公文書で、下記の類 

  ・市内外の会議や協議に関する公文書 

  ・パブリックコメントを実施した場合は、その関係公文書 

  ・附属機関等に諮問した場合又は審議対象となった場合は、その関係公文書 

   ※ なお、「プラン」、「ビジョン」、「戦略」等と表現されているもので、「計

画」と同種のものを含む。 

   ※ 一定期間を対象とした計画が該当する。 

    

(11(11(11(11))))    個個個個別別別別特定特定特定特定のののの事業及事業及事業及事業及びびびび各種制度各種制度各種制度各種制度にににに係係係係るるるる計画計画計画計画、、、、実施及実施及実施及実施及びびびび報告報告報告報告にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

①事業着手や制度創設の経緯が記録された公文書（基本方針、基本構想、基

本計画など） 

②短期間に目的が達成された事業や制度は、実施に関する公文書 

③事業終了後に作成された報告書 

④大規模な施設建設にかかるものも含む。 

⑤「策定原議」、「方針決裁」等事業の開始起案 

⑥「策定原議」、「方針決裁」を起案した課が保有する関係公文書で、下記の
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類 

・市内外の会議や協議に関する公文書 

・パブリックコメントを実施した場合は、その関係公文書 

・附属機関等に諮問した場合又は審議対象となった場合は、その関係公文書 

 

(12(12(12(12))))    要綱要綱要綱要綱、、、、要領要領要領要領、、、、指針等指針等指針等指針等のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

①「制定改廃原議」    

②「制定改廃原議」を起案した課が保有する関係公文書で、下記の類 

・市内外の会議や協議に関する公文書 

・パブリックコメントを実施した場合は、その関係公文書 

・附属機関等に諮問した場合又は審議対象となった場合は、その関係公文書 

     ※ なお、定例軽易なものを除き、長期にわたり複数の課の業務の指針と

なる通知についてもこれらに準じた保存期間とする。 

    

(13(13(13(13))))    個人又個人又個人又個人又はははは法人法人法人法人のののの権利義務権利義務権利義務権利義務のののの得喪得喪得喪得喪にににに係係係係るるるる審査基準等審査基準等審査基準等審査基準等のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公文公文公文公文

書書書書    

①「制定改廃原議」    

②「制定改廃原議」を起案した課が保有する関係公文書で、下記の類 

・市内外の会議や協議に関する公文書 

・パブリックコメントを実施した場合は、その関係公文書 

・附属機関等に諮問した場合又は審議対象となった場合は、その関係公文書 

※ 本市が行う許可、認可、承認、不利益処分に係る審査基準、処分基準な

どが該当する。 

 

(14(14(14(14))))    訴訟及訴訟及訴訟及訴訟及びびびび不服申立不服申立不服申立不服申立てにてにてにてに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書 

    

(15(15(15(15))))    契約契約契約契約、、、、工事設計等工事設計等工事設計等工事設計等にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

契約は、工事請負契約に限定しない。 

    

(16(16(16(16))))    財財財財産産産産のののの取得及取得及取得及取得及びびびび処分処分処分処分にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

    

(17(17(17(17))))    本本本本市市市市がががが関与関与関与関与したしたしたした団体等団体等団体等団体等のののの設置設置設置設置又又又又はははは廃止廃止廃止廃止にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

本市が関与した一部事務組合、広域連合、地方独立行政法人、地方公社、

出資団体の設置廃止に関する公文書 

    

(18(18(18(18))))    統計統計統計統計にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

市長政策室統計担当課所管の統計及び学校基本調査等に関する公文書    

    

(19(19(19(19))))    予予予予算編成及算編成及算編成及算編成及びびびび決算調製決算調製決算調製決算調製にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（各会計各会計各会計各会計のののの予算編成及予算編成及予算編成及予算編成及びびびび決算調製決算調製決算調製決算調製のののの

事務事務事務事務をををを分掌分掌分掌分掌しているしているしているしている課課課課がががが保有保有保有保有しているものにしているものにしているものにしているものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

財政局財政部が保有している一般会計予算又は特別会計予算に関する公文

書、建設局下水道河川部が保有している下水道事業会計予算又は決算に関す

る公文書、経済局中央卸売市場が保有している中央卸売市場事業会計予算又

は決算に関する公文書、会計室が保有している一般会計決算及び特別会計決

算に関する公文書が該当する。    
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(20(20(20(20））））行財政改革及行財政改革及行財政改革及行財政改革及びびびび行政評価行政評価行政評価行政評価にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（行財政改革及行財政改革及行財政改革及行財政改革及びびびび行政評価行政評価行政評価行政評価のののの総括総括総括総括

のののの事務事務事務事務をををを分掌分掌分掌分掌しているしているしているしている課課課課がががが保有保有保有保有しているものにしているものにしているものにしているものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

市長政策室改革推進部が保有しているものが該当する。    

  

((((21212121) ) ) ) 国国国国、、、、北海道及北海道及北海道及北海道及びびびび他市町村他市町村他市町村他市町村とのとのとのとの協議決定協議決定協議決定協議決定にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

・「地方分権」、「広域行政」に関する公文書など 

    

((((22222222) ) ) ) そそそそのののの他他他他    

        （1）から（21）に該当しないが、１０年を超えて保存が必要なもの 

    

５５５５    保存期間保存期間保存期間保存期間のののの延長延長延長延長についてについてについてについて    

   保存期間の延長は、上記の業務に使用するために保存を必要とする期間が継続す

る場合に行うものとする。 

なお、条例及び規則が施行してから概ね３年間は、下記の事情による延長を認め

る。 

・重要公文書に該当するかどうかについて公文書館との協議が必要な場合 

 

※ 重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書は、公文書館移管後は特定重要公文書特定重要公文書特定重要公文書特定重要公文書となり、永久保存される。特特特特

定重要公文書定重要公文書定重要公文書定重要公文書は、職員も利用できることから、参照又は参考としての使用の可能

性はあるもののその頻度が低く、原本を公文書館に移管しても、業務に支障がな

い公文書は、保存期間を延長せず積極的に移管するものとする。 

   また、次のものは一定期間保存期間を延長するので注意すること。 

類型 延長する期間 

監査、検査等の対象となっているもの 監査、検査等が終了するまでの間 

係属している訴訟に関係するもの 訴訟（上訴を含む。）が終結するまで

の間 

不服申立てがなされた事案に関係する

もの 

裁決又は決定の日の翌日から起算して

１年間 

札幌市情報公開条例に基づく公開又は

札幌市個人情報保護条例に基づく開

示、訂正若しくは利用停止請求があっ

たもの 

請求に対する決定の日の翌日から起算

して１年間 
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第第第第５５５５    保存期間満了時保存期間満了時保存期間満了時保存期間満了時のののの移管移管移管移管・・・・廃棄廃棄廃棄廃棄のののの措置措置措置措置のののの決定決定決定決定（（（（条例第条例第条例第条例第５５５５条条条条、、、、規則第規則第規則第規則第１０１０１０１０条関係条関係条関係条関係））））    

            本市の公文書のうち、市政の重要事項に関わり、将来にわたって市の活動又は歴

史を検証する上で重要な資料となるものについては、公文書館に移管し、永久保存

することで、市民がいつでも利用できるようにしなければならない。 

  公文書館への移管が必要となる重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書に簿冊が該当するかどうかの基準は

第７のとおりである。各課は、この基準に従い、保存期間満了時に公文書館に移管

するか廃棄するかの措置を、簿冊作成から保存期間満了までのできるだけ早い時期

にあらかじめ定めておくこと。 

   移管・廃棄の定めは、各課がシステムの簿冊情報に入力することにより行う。で

きるだけ、簿冊を作成しシステムに登録したときに入力すること。 

   また、毎年度、保存期間が満了する予定の簿冊について移管・廃棄の定めを見直

すこと。 

なお、移管・廃棄を定める際には、公文書館と各課が協議を行い、必要に応じ、

公文書館側から各課に対して公文書館への移管を求めるものとする。特に、その年度

に保存期間が満了する予定の簿冊については重点的に協議を行う。 
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第第第第６６６６    利用制限意見利用制限意見利用制限意見利用制限意見のののの付与付与付与付与（（（（条例第条例第条例第条例第５５５５条条条条及及及及びびびび第第第第１７１７１７１７条条条条、、、、規則規則規則規則第第第第１５１５１５１５条関係条関係条関係条関係）））） 

   公文書館へ移管する公文書に、個人情報など公開できない情報が含まれている場合

には、公文書館で市民からの利用請求があった場合でも一部又は全部の利用を制限す

ることとなる。 

   利用制限の判断は公文書館で行うが、公文書館が適切に判断できるよう、各課は、

公文書館へ移管する簿冊に公開できない情報が含まれている場合に利用制限意見を付

与すること。 

   意見の付与は、システムの簿冊情報に利用制限意見を入力することにより行う。具

体的には、簿冊作成後あらかじめ移管を定めている簿冊の簿冊情報に随時入力するほ

か、毎年度、保存期間が満了する予定の簿冊で移管・廃棄の定めを改めて見直した後

に必要に応じ入力する。 

   公文書館で利用（公開）を制限する情報は以下のとおりである。 

個人情報 特定の個人を識別することができる情報又は公にすること

により個人の権利利益を害するおそれがある情報 

法人等情報 法人等の利益を害する情報又は公にしない条件で任意に提

供された情報 

公共安全等情報 公にすることにより公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼ

す情報 

監査、検査、取締り、

試験情報 

監査、検査、取締り又は試験に関する情報で、公にするこ

とにより、正確な事実の把握を困難にし、又は違法・不当

な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にする情報 

公営企業等情報 公にすることにより、公営企業や地方独立行政法人の企業

経営上の正当な利益を害する情報 

法令秘情報 法令、他の条例又は国の機関の指示等により公にすること

ができない情報 

 

  ※ なお、公文書館では、上記の利用制限情報であっても、公文書の作成・取得時か

らの期間の経過を考慮して、利用の制限を行わない場合もあり得る。 
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第第第第７７７７    重要公文書該当基準重要公文書該当基準重要公文書該当基準重要公文書該当基準（（（（条例第条例第条例第条例第２２２２条及条及条及条及びびびび第第第第５５５５条条条条、、、、規則規則規則規則第第第第１０１０１０１０条関係条関係条関係条関係）））） 

 １１１１    重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    

重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書は、条例第２条第４号に「市政の重要事項に関わり、将来にわたって市

の活動又は歴史を検証する上で重要な資料となるもの」と規定されており、具体的に

は下記のいずれかに該当する公文書とする。 

⑴⑴⑴⑴    本市本市本市本市のののの制度制度制度制度、、、、計画計画計画計画、、、、事業事業事業事業などのなどのなどのなどの成成成成りりりり立立立立ちやちやちやちや変遷変遷変遷変遷がががが記録記録記録記録されたされたされたされた公文書公文書公文書公文書    

⑵⑵⑵⑵    札幌市行政札幌市行政札幌市行政札幌市行政のののの過去過去過去過去のののの貴重貴重貴重貴重なななな例証例証例証例証がががが記録記録記録記録されたされたされたされた文書文書文書文書    

⑶⑶⑶⑶    札幌市札幌市札幌市札幌市のののの歴史歴史歴史歴史やややや特性特性特性特性にににに係係係係るるるる情報情報情報情報がががが記録記録記録記録されたされたされたされた文書文書文書文書    

   また、重要公文書に該当するかどうかの判断は、条例第５条第５項で「保存期間

の満了前のできるだけ早い時期」に行うこととなっており、システムに入力する。 

 

 ２２２２    ３０３０３０３０年保存年保存年保存年保存文書文書文書文書のうちのうちのうちのうち重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書にににに該当該当該当該当するものするものするものするもの    

第４の４の表（規則別表の保存期間「３０年」の対象となる文書）で例示した（1）

から（21）の各号は、地方公共団体を運営する上で根幹となり、また、長期間業務に

使用されていることから、市政に相当程度の影響を与えたと考えられる。 

これらは、市民や職員が市政を検証し、今後の施策形成を行う上で、重要な資料と

なる可能性が高いため、一部を除き原則として重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書に該当するものとする。 

このため、規則第１０条第１号において、規則別表の保存期間「３０年」の公文書

について、一部を除き重要公文書に該当するものとして公文書館（文化資料室）に移

管することが定められている。 

第４の４の表の各号の類型の重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書該当基準はを示すと、下記のとおりである。 

(1)(1)(1)(1)    条例及条例及条例及条例及びびびび規則規則規則規則のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

重要公文書とする。 

    

(2)  (2)  (2)  (2)  議会議会議会議会のののの会議録会議録会議録会議録、、、、議案議案議案議案、、、、報告報告報告報告そのそのそのその他市議会他市議会他市議会他市議会にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

重要公文書とする。    

 

(3(3(3(3))))    職員職員職員職員のののの人事人事人事人事（（（（軽易軽易軽易軽易なものをなものをなものをなものを除除除除くくくく。）。）。）。）にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するもののうち、任免及び賞罰の方針又は基準に関する

公文書、職員の配置計画及び定数管理に関する公文書は、重要公文書とす

る。 

 

(4(4(4(4))))    他他他他市町村市町村市町村市町村とのとのとのとの廃置分合及廃置分合及廃置分合及廃置分合及びびびび境界変更境界変更境界変更境界変更にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

重要公文書とする。    
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(5(5(5(5) ) ) )     区区区区のののの設置及設置及設置及設置及びびびび境界変更境界変更境界変更境界変更、、、、町名整備並町名整備並町名整備並町名整備並びにびにびにびに住居表示住居表示住居表示住居表示にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

重要公文書とする。    

    

(6(6(6(6))))        本市域内本市域内本市域内本市域内のののの災害災害災害災害にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（災害対策本部災害対策本部災害対策本部災害対策本部がががが設置設置設置設置されたされたされたされた場合場合場合場合にににに関関関関すすすす

るるるるものものものもの及及及及びそれにびそれにびそれにびそれに準準準準じるものにじるものにじるものにじるものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(7(7(7(7))))        褒章褒章褒章褒章、、、、叙位叙位叙位叙位、、、、叙勲叙勲叙勲叙勲、、、、表彰表彰表彰表彰にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(8(8(8(8)  )  )  )  訓令訓令訓令訓令、、、、告示告示告示告示そのそのそのその他他他他のののの例規例規例規例規のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

     ３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(9(9(9(9))))    総合計画総合計画総合計画総合計画にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり戦略戦略戦略戦略ビジョンビジョンビジョンビジョン又又又又はこれにはこれにはこれにはこれに基基基基づくづくづくづく実実実実

施計画施計画施計画施計画にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（これらこれらこれらこれらのののの企画立案企画立案企画立案企画立案のののの事務事務事務事務をををを分掌分掌分掌分掌しているしているしているしている課課課課がががが保有保有保有保有すすすす

るものにるものにるものにるものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

 

(10(10(10(10))))    法令法令法令法令にににに基基基基づきづきづきづき策定策定策定策定したしたしたした計画計画計画計画（（（（(9)(9)(9)(9)をををを除除除除くくくく。）。）。）。）そのそのそのその他他他他のののの計画計画計画計画にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

 

(11(11(11(11))))    個別個別個別個別特定特定特定特定のののの事業及事業及事業及事業及びびびび各種制度各種制度各種制度各種制度にににに係係係係るるるる計画計画計画計画、、、、実施実施実施実施、、、、報告報告報告報告にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(12(12(12(12))))    要綱要綱要綱要綱、、、、要領要領要領要領、、、、指針等指針等指針等指針等のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

            

(13(13(13(13))))    個人又個人又個人又個人又はははは法人法人法人法人のののの権利義務権利義務権利義務権利義務のののの得喪得喪得喪得喪にににに係係係係るるるる審査基準等審査基準等審査基準等審査基準等のののの制定改廃制定改廃制定改廃制定改廃にににに関関関関するするするする公公公公

文書文書文書文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(14(14(14(14））））訴訟及訴訟及訴訟及訴訟及びびびび不服申立不服申立不服申立不服申立てにてにてにてに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(15(15(15(15))))    契約契約契約契約、、、、工事設計等工事設計等工事設計等工事設計等にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。 

ただし、工事設計等については、公文書館が指定するものとする。    

    

(16(16(16(16))))    財産財産財産財産のののの取得及取得及取得及取得及びびびび処分処分処分処分にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(17(17(17(17))))    本市本市本市本市がががが関与関与関与関与したしたしたした団体等団体等団体等団体等のののの設置設置設置設置及及及及びびびび廃止廃止廃止廃止にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(18(18(18(18))))    統計統計統計統計にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    
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(19(19(19(19))))    予算編成及予算編成及予算編成及予算編成及びびびび決算調製決算調製決算調製決算調製にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（各会計各会計各会計各会計のののの予算編成及予算編成及予算編成及予算編成及びびびび決算調製決算調製決算調製決算調製

のののの事務事務事務事務をををを分掌分掌分掌分掌しているしているしているしている課課課課がががが保有保有保有保有しているものにしているものにしているものにしているものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

   

(20(20(20(20))))    行財政改革及行財政改革及行財政改革及行財政改革及びびびび行政評価行政評価行政評価行政評価にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書（（（（行財政改革及行財政改革及行財政改革及行財政改革及びびびび行政評価行政評価行政評価行政評価のののの総総総総

括括括括のののの事務事務事務事務をををを分掌分掌分掌分掌しているしているしているしている課課課課がががが保有保有保有保有しているものにしているものにしているものにしているものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。    

    

(21(21(21(21))))    国国国国、、、、北海道又北海道又北海道又北海道又はははは他市町村他市町村他市町村他市町村とのとのとのとの協議決定協議決定協議決定協議決定にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

３０年保存に該当するものは、重要公文書とする。 

    

※ なお、平成２４年度以前に作成、取得した公文書についても、上記の基準に該当

するものは重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書に該当するものとする。 

 

３３３３    「「「「１０１０１０１０年保存年保存年保存年保存」」」」文書文書文書文書のうちのうちのうちのうち重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書にににに該当該当該当該当するものするものするものするもの    

   規則別表の保存期間「１０年」に該当する公文書のうち、次のものは市政検証上

重要なものであることから、規則第１０条第２号において重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書に該当する

ものとすることが定められている。 

    

(1)(1)(1)(1)    市政市政市政市政にににに重要重要重要重要なななな影響影響影響影響をををを及及及及ぼしたぼしたぼしたぼした市政要望市政要望市政要望市政要望にににに関関関関するするするする公文書公文書公文書公文書    

((((2222))))    市長市長市長市長のののの事務事務事務事務（（（（市長市長市長市長からからからから副市長副市長副市長副市長にににに委任委任委任委任されたされたされたされた事務事務事務事務をををを含含含含むむむむ。）。）。）。）のののの引継引継引継引継ぎにぎにぎにぎに関関関関すすすす

るるるる公文書公文書公文書公文書    

(3)(3)(3)(3)    公文書公文書公文書公文書のののの移管又移管又移管又移管又はははは廃棄廃棄廃棄廃棄のののの記録記録記録記録をををを取取取取りまとめたりまとめたりまとめたりまとめた公文書公文書公文書公文書    

   ※ 総務局行政部総務課が取りまとめたもの 

    

 

４４４４    ２２２２及及及及びびびび３３３３のののの基準基準基準基準にににに該当該当該当該当するするするする公文書以外公文書以外公文書以外公文書以外のののの公文書公文書公文書公文書におけるにおけるにおけるにおける重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書のののの該当判断該当判断該当判断該当判断につにつにつにつ

いていていていて（（（（総務局総務局総務局総務局（（（（公文書館公文書館公文書館公文書館））））からのからのからのからの例示例示例示例示））））    

上記２及び３の基準に該当する公文書以外の公文書にあっても、保存期間保存期間保存期間保存期間にかかわにかかわにかかわにかかわ

らずらずらずらず、事例としての稀少性、市政への影響度、市民の関心度などを考慮し、上記１の

（1）から(3)に該当すると判断されるものは重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書に該当するものとする。 

   例として下記のようなものが考えられるが、これらに限定されるものではなく、総

務局から適宜通知等で示すものとする。 
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・市長記者会見記録、日程表など市長の活動が記録された公文書 

・重要な儀式、行幸及び皇族の奉迎に関する公文書 

・大規模なイベント開催及び招致に関する公文書 

 雪まつり、ＰＭＦ、オリンピック（招致関係を含む。）、世界選手権大会、

国民体育大会、博覧会（招致関係を含む。） 

・本市が関与した国際会議や国際交流事業に関する公文書 

  世界冬の都市市長会議、先進国首脳会議（サミット）、姉妹友好都市提携 

・市民の意識調査に関する公文書 

 パブリックコメント、市政世論調査、市民アンケート（旧市政モニター） 

・教育機関の統合や高等教育機関の設置や廃止に関する公文書 

  市立高校、高等専門学校、市立大学 

・市民生活に重要な影響を及ぼした施策に関する公文書 

使用料手数料改定、ごみ有料化、交通料金改定、上下水道料金改定 

・その他市政検証や施策形成に資する公文書 

 職員の災害支援派遣記録（有珠山噴火、東日本大震災等）、行政代執行、住

民監査請求、オンブズマン制度の創設 

 

   なお、３０年保存文書には、２の(1)から(21)に掲げた以外のものが存在する（第

４の４の(22)のその他の３０年保存文書）。これらについては、２で重要公文書重要公文書重要公文書重要公文書該当

文書として掲げていないものの、長期間業務に使用され、市政に相当程度の影響を与

えた可能性が高い。このため、２に掲げていないその他の３０年保存文書について重重重重

要公文書要公文書要公文書要公文書の該当の判断を行う際には、該当の可能性が特に高いことに注意すること。 

 

第第第第８８８８    廃棄廃棄廃棄廃棄のののの決定決定決定決定とととと廃棄対象簿冊廃棄対象簿冊廃棄対象簿冊廃棄対象簿冊のののの公表公表公表公表（（（（条例第条例第条例第条例第５５５５条及条及条及条及びびびび第第第第３２３２３２３２条条条条、、、、規則第規則第規則第規則第１４１４１４１４条関条関条関条関

係係係係）））） 

     最終的に各課が廃棄が妥当であると判断した簿冊は、保存期間満了後に廃棄される

ことになるが、下記に該当するものは、規則第１４条第３項の「文化資料室長が指定

するもの」として、毎年度、廃棄の前に公文書管理審議会の意見を聴くこととする。

また、公文書管理審議会から廃棄しないことが適切である旨の意見があった場合は、

各課は移管の決定又は保存期間の延長を行う。 

１１１１    公文書館公文書館公文書館公文書館がががが移管移管移管移管のののの措置措置措置措置をををを求求求求めたにもかかわらずめたにもかかわらずめたにもかかわらずめたにもかかわらず、、、、各各各各課課課課がががが移管移管移管移管のののの決定決定決定決定をををを行行行行わずわずわずわず、、、、公公公公

文書館文書館文書館文書館とととと各各各各課課課課のののの間間間間でででで協議協議協議協議がががが整整整整わないわないわないわない簿冊簿冊簿冊簿冊    

    ２２２２    １０１０１０１０年以上保存年以上保存年以上保存年以上保存しているしているしているしている簿冊簿冊簿冊簿冊    

  また、廃棄を決定した簿冊については、総務局が市民に公表する。 
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※※※※    簿冊簿冊簿冊簿冊のののの保存期間満了保存期間満了保存期間満了保存期間満了からからからから移管又移管又移管又移管又はははは廃棄廃棄廃棄廃棄にににに至至至至るまでのるまでのるまでのるまでの手順手順手順手順（（（（フローフローフローフロー））））    

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②②②②    ①①①①でででで各課各課各課各課がががが廃棄決定廃棄決定廃棄決定廃棄決定したもののうちしたもののうちしたもののうちしたもののうち、、、、公文書館公文書館公文書館公文書館

がががが重要重要重要重要とととと考考考考えるものについてえるものについてえるものについてえるものについて、、、、移管移管移管移管をををを求求求求めるめるめるめる。。。。 

④④④④    次次次次のものののものののものののものの廃棄廃棄廃棄廃棄についてについてについてについて公文書管理審議会公文書管理審議会公文書管理審議会公文書管理審議会のののの意意意意

見見見見をををを聴聴聴聴くくくく。。。。    

アアアア    上記上記上記上記③③③③ののののイイイイ（（（（保存期間保存期間保存期間保存期間にかかわらないにかかわらないにかかわらないにかかわらない。）。）。）。）    

イイイイ    10101010 年以上保存年以上保存年以上保存年以上保存しているしているしているしている公文書公文書公文書公文書でででで各課各課各課各課がががが廃棄廃棄廃棄廃棄

とととと決定決定決定決定したものでしたものでしたものでしたもので、、、、公文書館公文書館公文書館公文書館もももも移管移管移管移管のののの求求求求めをめをめをめを行行行行

わなかったものわなかったものわなかったものわなかったもの 
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保

存
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間

保

存

期

間

がががが

満

了

満

了

満

了

満

了

す

る

す

る

す

る

す

る

年

度

年

度

年

度

年

度

    

簿

冊

簿

冊

簿

冊

簿

冊

のののの

作

成

作

成

作

成

作

成

・・・・

取

得

取

得

取

得

取

得

か

ら

か

ら

か

ら

か

ら

随

時

随

時

随

時

随

時

    

満了満了満了満了のののの翌年度翌年度翌年度翌年度    

公 文 書公 文 書公 文 書公 文 書

館館館館    

各各各各    課課課課    

総務局総務局総務局総務局

総務課総務課総務課総務課    

各各各各    課課課課    

③③③③    移管移管移管移管のののの求求求求めにめにめにめに対対対対するするするする措置措置措置措置のののの変更等変更等変更等変更等    

アアアア    ②②②②をををを参酌参酌参酌参酌したしたしたした結果結果結果結果、、、、移管移管移管移管にににに変更変更変更変更とするとするとするとする。。。。    

イイイイ    ②②②②をををを参酌参酌参酌参酌したがしたがしたがしたが、、、、廃棄廃棄廃棄廃棄のままとするのままとするのままとするのままとする。。。。 

⑤⑤⑤⑤    ④④④④についてについてについてについて審議審議審議審議しししし、、、、意見意見意見意見をををを述述述述べるべるべるべる（（（（廃棄廃棄廃棄廃棄がががが適適適適

当当当当、、、、移管移管移管移管がががが適当適当適当適当などなどなどなど）））） 

⑥⑥⑥⑥    ⑤⑤⑤⑤のののの意見意見意見意見をををを尊重尊重尊重尊重しししし、、、、以下以下以下以下のいずれかをのいずれかをのいずれかをのいずれかを行行行行うううう。。。。    

アアアア    措置措置措置措置をををを廃棄廃棄廃棄廃棄からからからから移管移管移管移管にににに変更変更変更変更    

イイイイ    保存期間保存期間保存期間保存期間をををを延長延長延長延長 

⑦⑦⑦⑦    ①①①①、、、、③③③③----アアアア、、、、⑥⑥⑥⑥のののの決定決定決定決定にににに従従従従いいいい、、、、公文書館公文書館公文書館公文書館へのへのへのへの移移移移

管又管又管又管又はははは廃棄廃棄廃棄廃棄をををを行行行行うううう。。。。 

各各各各    課課課課    

各各各各    課課課課    

公文書公文書公文書公文書

管理審管理審管理審管理審

議会議会議会議会    

①①①①    保存期間満了時保存期間満了時保存期間満了時保存期間満了時にににに公文書館公文書館公文書館公文書館にににに移管移管移管移管するかするかするかするか廃棄廃棄廃棄廃棄

するかのするかのするかのするかの措置措置措置措置をををを、、、、あらかじめあらかじめあらかじめあらかじめ定定定定めておくめておくめておくめておく。。。。    

（（（（できるだけできるだけできるだけできるだけ早早早早いいいい時期時期時期時期）））） 

※※※※

第第第第

５５５５

関

係

関

係

関

係

関

係

    

※※※※

第第第第

８８８８

関

係

関

係

関

係

関

係
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第第第第９９９９    公文書管理状況公文書管理状況公文書管理状況公文書管理状況のののの報告報告報告報告とととと公表公表公表公表（（（（条例第条例第条例第条例第９９９９条条条条、、、、規則第規則第規則第規則第１６１６１６１６条関係条関係条関係条関係）））） 

市全体として公文書管理の適切性を確保するため、各課は、（総）総務課に公文書

目録（第３参照）の作成状況や公文書館への移管、廃棄などの公文書管理の状況を報

告する。具体的には、システムへの簿冊情報の登録や移管・廃棄の定めの入力などに

より報告を行うものとする。 

そのほか、（総）総務課から求められた場合には、公文書管理の状況について報告

を行うこと。 

（総）総務課は、毎年度、各課の公文書管理状況を取りまとめ、市ホームページに

より市民に公開する。 

 


